
令和３年８月２０日 

 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けたお願い（神戸国際会議場・神戸国際展示場） 

 

 

主催者様へのお願い 

 感染拡大予防のための業種別ガイドライン等に則した感染防止策を徹底するなど、感染防

止のために必要な措置を講じた上で、８月２０日から９月１２日まで以下の対応を行います。 

 

１．利用人数制限等 

令和 3 年 8 月 20 日付「令和 3年度 新型コロナウィルス感染症対策における神戸市の対応方針 第 4 弾」による 

（１）利用時間 

    ２１時まで 

（２）人数上限 

５，０００人 

（３）収容率の目安 

   収容定員の 50％以内 

  

２．大声の抑止 

  大声を出す利用者がいた場合、個別に注意、対応等ができるような人員を配置してください。 

 

３．密集の回避 

  入退場時（時間差入退場等）や待合場所等の密集回避のため、身体的距離（１ｍ以上）の確保に努め、

人数管理、人数制限、誘導等の参加者の整理等を行ってください。 

また、対面での会話は極力避けるとともに、受付などには飛沫感染防止対策としてアクリル板等の設

置を検討してください。 

 

４．飲食の制限 

  酒類提供等（酒類の持込含む）を控えていただくとともに、飲食用に感染防止策を行ったエリア以外

での飲食を制限してください。また休憩時間中及びイベント前後の食事等による感染防止の徹底を行

ってください。 

 

５．催物前後の行動管理 

  イベント前後の感染防止のため交通機関、飲食店等の分散利用などの注意喚起を行ってください。 

 

６．入場の制限 

  参加者へは事前の健康状態の確認をお願いしてください。  

発熱や体調不良がある方については入館制限を行うとともに、重症化リスクの高い高齢者、持病のあ

る方や妊娠されている方についても慎重な対応をお願いします。  

また、必要に応じ入館時における体温チェックなどを行ってください。 

 



７．氏名・連絡先の把握 

  万一感染者が発生した場合の拡大防止のため、個人情報の取扱いに十分注意しつつ、参加者の氏名・

連絡先の把握に努めてください。 

 

８．マスクの着用 

  参加者すべての方へマスクの着用を義務付けてください。持参していない参加者がいた場合は、主催

者様で配布をお願いします。 

 

９．手洗いと手指消毒の徹底 

  参加者すべての方の手洗いや手指消毒などを徹底してください。また、必要に応じ消毒液を受付等に

設置してください。 

 

10．換気について 

  空調機器等による換気は行っておりますが、定期的に扉や窓を開けるなど、室内の換気にご配慮くだ

さい。 

 

11．「兵庫県新型コロナウイルス追跡システム」ご利用のお願い 

  施設利用時に、各会場に掲示している「兵庫県新型コロナウイルス感染症追跡システム」の    

QR コードを読み込み登録することにより注意喚起情報が提供され感染拡大を防止することができます。 

 参加者への QRコード読み込みの呼びかけへのご協力をお願いたします。 

 

12．新型コロナウイルス接触確認アプリ「COCOA」のインストール 

  参加者へ「COCOA」のインストールを呼びかけてください。 

 

13．大規模イベント開催に係る事前相談 

  全国的な人の移動を伴うイベントや参加者が 1,000 人を超えるイベントについては、必ず開催要件

や感染防止対策等について兵庫県へ事前の相談をお願いします。 

  〇兵庫県ウェブサイト（事前相談） 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/daikiboibennto.html 

 

施設の取組み 

１．アルコール消毒液等の設置 

 各階フロアー入口及び各階トイレに消毒液を設置 

 

２．清掃の強化 

  ドアノブ、エレベーターボタン、トイレ等の清掃・消毒を強化 

 

３．空調機器等による換気の強化 

  空調機器及び換気扇などにより外気の取り入れを行い、室内の換気を強化 

 

４．施設スタッフの取組み 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kk42/daikiboibennto.html


（１）マスクの着用 

（２）手洗いと手指消毒の励行 

（３）健康状態の管理 

 

５．「兵庫県新型コロナウイルス追跡システム」への施設の登録と QR コード読み込みの周知および新型

コロナウイルス接触確認アプリ「COCOA」インストールの周知 

 

※ 今後、感染状況等に変化が見られ、新型コロナウイルス感染症における神戸市の対応方針が変更され

た場合は、施設の利用の可否や利用人数の制限、その他の項目についても変更することがあります。 

 

 

 

 

 


